
岡山県環境への負荷の低減に関する条例の適用除外の概要① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

知事 いずれかの区域を指定（告示） 

所有者等 有害

物質使用特定施

設の使用を廃止

したとき 

（第３条第１項） 

行為者 3,000 ㎡以上（有害物質使用特定施設

を設置している場合は 900 ㎡以上）の土地の形

質変更を行う場合は知事に届出 

（第４条第１項） 

知事 土壌汚染のお

それがあるとき所有

者等に調査を命令

（第４条第３項） 

知事 土壌汚染に

より人の健康被害

が生じると認める

とき所有者等に調

査を命令 

（第５条第１項） 

土壌汚染対策法 

知事 速やかに

届出内容を公表 

（第 65 条第２項） 

岡山県環境への負荷 
の低減に関する条例 

要措置区域 地下水の飲用等により健康被害を生

じるおそれがあるため汚染除去等の措置が必要な

区域（第６条第１項） 

形質変更時要届出区域 健康被害を生じるおそれ

がないため汚染除去等の措置が不要な区域 

（第 11 条第１項） 

有害物質取扱事業所の敷地内において①～③を契機として土壌汚染が発見された場合 

知事 汚染除去等の措置等を記載した計画の作成・提出を指示（法第７条第１項） 

法に基づく契機①～③による調査の結果の
報告があったときは、条例第 65 条から第
68 条までの規定は、適用しない。 

契機① 契機② 契機③ 

所有者等 指定調査機関に土壌汚染状況調査を行わせる 

 

設置者 汚染の発見及び講じた応急措

置の内容を速やかに知事に届出 

（第 65 条第１項） 

 
契機①～③の調査による汚染発見に

は適用しない 

設置者 浄化

対策計画の作

成・実施・報

告（第 67 条） 

知事 浄化対

策に対する指

導・助言 

（第 68 条） 

知事 汚染原因

等を調査 

（第 66 条第１項） 

所有者等 土壌汚染状況調査結果を知事に報告 

行為者 指定調査機関

が行った土壌汚染状況

調査結果を併せて提出

（第４条第２項） 

所有者等：土地の所有者、管理者又は占有者（法第３条第１項）  行為者：土地の掘削その他の形質の変更を行う者（法第４条第１項） 
設 置 者：有害物質を取り扱い又は取り扱っていた事業所（有害物質取扱事業所）の設置者（条例第 65 条第１項） 

所有者等 900 ㎡以上

の土地の形質変更を行

う場合は知事に届出

（第３条第７項） 

知事 所有者等に調査

を命令 

（第３条第８項） 

調査一時免除中 



岡山県環境への負荷の低減に関する条例の適用除外の概要② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知事 いずれかの区域を指定（告示） 

土壌汚染

対策法 

形質変更時要届出区域 

健康被害を生じるおそれ

がないため汚染除去等の

措置が不要な区域 

（第 11 条第１項） 

有害物質取扱事業所の敷地内において④を契機として土壌汚染が発見された場合 

所有者等 区域指定

の知事への申請（任

意）（第 14 条第１項） 

所有者等 自主調査に

より土壌汚染を発見 

契機④ 

知事 調査方法が適

正かつ公正と認める

とき（第 14 条第３項） 

知事 速やかに届

出内容を公表 

（第 65 条第２項） 

岡山県環境への負荷 
の低減に関する条例 

設置者 汚染の発見及び講じた応急措

置の内容を速やかに知事に届出 

（第 65 条第１項） 

設置者 浄化対

策計画の作成・

実施・報告 

（第 67 条） 

知事 浄化対策

に対する指導・

助言 

（第 68 条） 

知事 汚染原因等

を調査 

（第 66 条第１項） 

区域指定の申請があったとき 

（区域指定の公示がされるか、指定し

ない旨の通知が申請者にあるまで） 
区域指定の公示があったとき 

申請に対する区域の指定の公示等

がされるまでの間は適用しない 

知事 速やかに届

出内容を公表 

（第 65 条第２項） 

設置者 汚染の発見及び講じた応急措

置の内容を速やかに知事に届出 

（第 65 条第１項） 

 

設置者 浄化対

策計画の作成・

実施・報告 

（第 67 条） 

知事 浄化対策

に対する指導・

助言 

（第 68 条） 

知事 汚染原因等

を調査 

（第 66 条第１項） 

区域指定の公示があっ

たときは適用しない 

要措置区域 地下水の飲

用等により健康被害を生

じるおそれがあるため汚

染除去等の措置が必要な

区域（第６条第１項） 

知事 汚染除去等の措置等を記載した計画の作成・提出

を指示（法第７条第１項） 


